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■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

被災住宅応急修理事業 都市計画室

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・耐震化率は、耐震改修以外に除却や建替、新築による建物数によって決まるため、耐震補助のみで
目標値を達成することは現実的に難しいと考えられるが、今後、耐震化率向上につながる啓発を行っ
ていく必要がある。
・大阪府北部地震を受け、危険ブロック塀等の撤去、改修等の補助制度を新設し、令和元年度末まで
の期間で実施しているが、未着手の危険ブロックが存在する状況の中、令和2年度以降については、
国・府の補助制度や近隣市の動向を見極めながら、新たな補助制度の検討を行う必要がある。

平成 30 年度

拡充

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 地域防災推進事業 開発審査室
住宅建築物耐震化計画（吹田市耐震改修促進計画）に基づき、旧耐
震基準で建築された民間建築物の耐震化に対する啓発および費用
補助による支援を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

49,451
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・補助実績は1件にとどまっているが、本事業は国の補助（全額補助）を受けて
実施中の事業であるため、制度として存続させるべきと考える。今後もアスベ
ストの危険性に対する意識啓発を行っていく。

平成 30 年度

継続（千円）

216
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
住宅建築物アスベスト

改修事業
開発審査室

吹田市既存民間建築物のアスベスト含有調査補助金交付要綱に基
づき、アスベストの含有調査に対する費用の助成を行う。

事業全体が法定
事務

管理事業　　　　　　　　　　　　　　防災対策事業 1 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 612 施策 良好な住環境の形成

③
一部損壊等住宅修繕

支援事業
住宅政策室

平成30年度に発生した大阪府北部地震及び台風21号により、災害救
助法で公的支援の対象外となっている一部損壊を含む被災者に対
し、住宅の修繕費の一部として支援金を支給する。

市が独自に実施し
ている事務

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題 今後の

方向性市民ニーズ、社会的役割

新たな台風等の被害が発生した場合に、事業対象住宅との区別がつかないこ
とから、令和元年６月末で対象者の確定を行った。申請が多く、支給までに時
間を要していること、実施体制に課題がある。

平成 30 年度 縮小又は
再構築な
ど

（千円）

73,693
※課題があるものは■


